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3月号

2012年 2013年

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

2.3 3.4 2.6 4.0 1.6 1.7 1.8 ▲0.9 ▲0.1 0.2 ▲0.7

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

2.8 ▲2.8 5.7 ▲14.8 5.6 4.6 ▲3.3 ▲4.3 2.6 3.9 2.8

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

7.0 1.3 2.0 ▲1.8 ▲4.1 ▲4.8 2.6 ▲2.3 ▲2.3 ▲2.3 0.1 ▲5.0

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲5.5 7.4 ▲2.0 2.0 ▲3.0 1.7 ▲1.7 7.8 ▲12.4 3.8 3.2 ▲2.1

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

▲1.6 1.3 ▲0.2 ▲3.4 0.4 ▲1.0 ▲1.6 ▲4.1 1.6 ▲1.4 2.4

完全失業率
総務省 「労働力調査」 ％

4.5 4.5 4.6 4.4 4.3 4.3 4.2 4.2 4.2 4.1 4.2

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

0.1 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.1 0.0 ▲0.1 ▲0.2

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

0.4 0.3 ▲0.6 ▲0.8 ▲1.5 ▲2.2 ▲1.9 ▲1.5 ▲1.0 ▲0.9 ▲0.7 ▲0.2
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主要経済統計データ

　新政権発足後、初の予算となる、2012年度補正予

算が可決・成立した。2013年度当初予算案と合わせ

ると11兆円もの公共事業費が計上され、期待も含めて

大きな注目を集めている。確かに震災からの復旧・復

興や、トンネル事故で露わになった老朽インフラへの

対策、重要インフラのリダンダンシー (代替・スペアと

いった余裕の概念)の確保など、その緊急性や必要性

は理解できる。しかし、いくつか気になる点もある。

　第一は、新設と維持管理・更新にかかる費用の考え

方である。新設は完成した瞬間から既設となり、維持

管理・更新の対象となる。場合によっては、撤去とい

う考え方も必要だ。当然これらは費用の掛かる話で、

限られた財源のなかで、将来にわたって賄っていかな

ければならない。どこまでの社会インフラ整備が必要

なのかというニーズと、トータルコストと費用負担とい

う財源の両面から、持続可能な社会インフラ整備水準

について議論することが大いに必要である。

　第二は、短期的な意味での事業ボリュームである。

今回は、補正予算だけでも2012年度当初予算の公共

事業費を上回る規模となっている。社会インフラ整備

はお金があるだけでは進まない。これに対応する人、

機材・資材があって初めてスタートする。復旧・復興

などスピード感が必要な分野が多いことは確かである

が、供給力の不足する分野へ無理やりニーズを押し込

むと、質の低下が起こる懸念がある。後年度、維持管

理や更新などで負担が重くなる事態とならぬよう、供

給力の面からの持続可能性の検討も必要である。

　そもそも社会インフラは、質の向上は常に求められ

るが、量的には無限に必要なものではなく、いずれは

一定の水準に落ち着く。したがって、現在、膨大な社

会インフラ整備を行っている新興国、発展途上国を含

め、世界全体が社会インフラの新設から維持管理・更

新に超長期的に移行していくのは間違いない。維持管

理・更新の技術はもとより、新設時点でも、維持管

理・更新のしやすい、あるいはコスト負担の少ない技

術が大きく期待されよう。例えば、超長寿命化や自己

診断・自己修復素材・システムといった技術である。

　今後のわが国の社会インフラ整備はトータルコスト

の考え方と技術を併せて向上させることが重要であり、

それにより世界への貢献にもつながるだろう。

　持続可能な資源利用に関する『ハーマン・デイリーの原

則』というのをご存知だろうか。①再生可能な資源の利用

速度は、再生の速度を超えないようにする、②再生不可能

な資源は、再生可能な資源による代替が可能なペースで利

用する、③「汚染物質」の排出速度は、環境による循環・吸

収・無害化の速度を超えないようにする、という３つだ。

　一方、（自然環境のなかでは）再生不可能な資源の代表

選手である金属資源は、(ⅰ)地球上では有限だが、(ⅱ)原理

的には不滅で人為的に再生可能といった特徴がある。ここ

から導かれる再生不可能資源の持続的利用のための基本

戦略は“グローバルレベルでの資源の使い回し”だ。

　例えば、人間にとって最も馴染み深い金属である鉄につ

いて見てみよう。これまでの分析結果に基づき、人間一人に

必要な鉄鋼のストック量が社会インフラなどを含めて10ト

ンと想定すると、2050年の世界人口90億人のために必要

な鉄の総量は900億トンとなる。これは、既に世界で使われ

ている鉄のストック量と現在確認されている残存埋蔵量の

合計とほぼ同レベルである。すなわち、1人10トンの鉄を上

手く使い回すサイクルができれば、人類全体が持続的に鉄

を使い続けることができると言える。

　一見、超長期の原理原則のようにも見えるが、日本の製

造業が世界のなかでポジションを維持・向上していくため

には、このような持続的な資源利用体系の構築を目標とし

て足下から行動することがカギとなる。資源の使い回しで

重要となるのが、素材や製品の生産から廃棄以降までを管

理する「ライフサイクルマネジメント」の概念である。具体的

には、①解体・再生を前提とした製品づくりと連携したリサ

イクルシステムである“リバースマニュファクチャリング(逆生

産)”、②素材を適切に分別することでトレーサビリティーを

強化して循環を効かす“素材マネジメント”などである。

　①は既に家電・自動車などで実施され始めており、②は

検討が始まっている段階だ。こうした実績を踏まえて、グ

ローバルなモノの流れのなかで、日本から輸出した製品を

再び日本に戻し素材への逆工程を日本が担うなど、製品の

ライフサイクル全体を管理するビジネスモデルを世界規模

で構築できれば、日本の製造業は優位性を発揮できる。
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図1 復興への4つのパラダイムシフト

図2 賢い消費が定着
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特　集 震災復興からの新　しい日本の未来　

Point

○震災から2年が経過。これまでの復旧・復興の
動きを総括し、改めて復興の針路決定が必要。

○被災地が地域資源を活かしたまちづくりの先進
モデルとなるよう支援の在り方を問い直すべき。

○社会的合意の下で新しい東北の再興を進めるた
めに、復興のグランドデザイン策定を。

　3月11日で、東日本大震災から2年をむかえる。

三菱総合研究所は、震災3カ月後の2011年6月に、

「東北地方の将来を見据え、従前に戻す復旧だけで

なく、地域の復興の中に未来への種を埋め込むべ

き」という提言を行い、そのなかでは、震災後5年

で将来につながる復興の基礎づくりを終えることも

提案した。また、同年7月の「東日本大震災からの

復興の基本方針（東日本大震災復興対策本部決定）」

では、2015年度末までの5年間の事業規模として

19兆円の大枠が定められ、本格的な復興が着手さ

れた（安倍政権はこの枠を25兆円に拡大する方針

を示している）。

　だが、2年が経った現状を見ると、復旧すら道半

ばという状況にある。現在、被災地では瓦礫の山は

大幅に減りつつあるが、いまだに多くの地域で新し

いまちづくりの方針が固まらず、被災者の生活再建

もままならない状況が続く。沿岸部の農地の復旧も

進んでいない。事業所の新設もある一方、撤退した

ままの製造業も多く、再開した商店街でも将来の客

足への不安が漏れる。福島の放射能問題も考えれ

ば、さまざまな局面、レベルで復興の見通しが立っ

ていないのが実情だ。

　今一度、これまでの復旧・復興の動きを総括した

うえで、今後の復興方針やスケジュールを見直す必

要があろう。

　そのようななか、明るい材料がないわけではな

い。阪神淡路大震災と同様、今回の震災でも震災直

後から現在に至るまで、多くのボランティアやNPO、

企業などの支援が続いている。これらの動きは復旧

の支援にとどまることなく、新しいコミュニティや

まちづくり、事業の創出にもつながっている。ま

た、各地に建設が進められているメガソーラーや植

物工場、都市の消費地と直結した農水産品の生産・

販売や、地域に根差したコミュニティビジネスなど

新しい産業の萌芽も生まれ始めている（弊社刊『フ

ロネシス』9巻参照）。これらの萌芽に共通するの

は、地域の中で核となるまち・地区に拠点を置き、

ICTなどを活用したコミュニケーションにより地域

外まで結ばれ、さまざまな主体が連携する、次世代

の地域の姿である。

　しかし、東北地方は震災以前から人口減少・高齢

化と地域産業の衰退という日本の地方部に共通する

課題を抱えていた。2050年には宮城以外の東北5

県を含む全国16の県で人口が半減するという予測※

もあるなか、これらの萌芽を育て太い流れとしてい

かなければ地域の将来への不安は解消しない。

求められるパラダイムシフト　
　安倍政権下では、復興事業規模の拡大による更な

る復興の加速が提唱されている。しかし、現時点で

は将来の東北地方のグランドデザインは明確でなく、

復興後の地域の目標像が不明確なため、維持管理費

を含めて将来にわたり投入するトータルの予算額や予

算執行の優先順位などが社会的に共有されていない。

　東北地方の復興は、地域のグランドデザインを策

定し、費用負担を含めた社会全体の合意の下で、事

業を進めていく必要がある。その際に社会のあり方

についての考えを根底から変える、パラダイムシフ

トが必要だ。さらに復興の過程で芽生えている新し

い取り組みの理念を共有・普遍化し、2050年の望

ましい地域の姿の実現に向かって、スピード感と持

続感をもって取り組むことが求められる。

　ここでは今後の東北地方の復興に必要と思われ

る、4つのパラダイムシフトを提案する。

　①垂直なガバナンスから水平な連携・協力へ

【復興の現状】被害が甚大であった市町村のなかに

は、震災後相当期間にわたって行政機能が停止した

ところがあった。そのなかで、応援職員の派遣や物

資の支援など、遠隔地も含めた市町村間の連携も見

られた。例えば、岩手県遠野市は陸前高田市、大船

渡市、釜石市など、被災地域に対する後方支援拠点

として大きな役割を果たした。一方で、国の復興交

付金が地域の復興の早期実現になかなか結びつかな

いなど、国主導の復興に対する課題も見えた。

【実現すべき将来】人口減少や経済停滞の続く地域

社会の再生、活性化のカギを握るのは、地域が自ら

考え自ら動く、地域主権で自立できる行政単位の形

成である。そのために、当社では、現在の市町村の

境界を越えたより広域的（車でおおむね40～50分

で移動できる地域）で一定の人口規模（最低でも人

口30万人程度）をもつ、江戸時代の「藩」のよう

な地域が、人口減の続く現在の基礎自治体に代わっ

て地域再生に取り組む姿を提唱している。

　規模的には欧州の小国にも相当する東北地方が、

道州制の検討と並んで、「藩」的な地域枠組みを早

期に構築し、各地域が水平な連携のもと主体的に復

興にあたることが、復興予算の効果的な活用と復興

の早期化につながると考える。東北地方の再生の過

程で、道州制導入の下地が、他の地方よりも早く形

成されることを期待したい。※　土居英二・静岡大学名誉教授試算

※１　ユーロ圏諸国は、ギリシャ危機を受け域内国への金融支援を行う目的で、
10年6月に政府保証を基に欧州金融安定基金（EFSF）を創設。その後、
欧州債務危機の深刻化により、17カ国の出資による恒久的機関として欧州
安定メカニズム（ESM）の創設を決定（12年10月に発足）。
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68　＝　68
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55　＞　53
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出所：三菱総合研究所
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自然の脅威に
対する力での対抗

人口減少・
高齢化など
地域社会維持

国・地方の
役割分担システム

従来型
インフラ整備・
維持管理

自然との対峙から
自然との融合へ

多様な主体の力を
結集する社会へ

垂直な
ガバナンスから
水平な

連携・協力へ

あまねく守るから
効率よく守る
国土構造へ

「道州制」を
ベースとした
「藩」の自立と
連携・協力

多様な主体に
よる新しい地
域マネジメン
トの実現

自然にとけ込
む、低環境負
荷、安全・安心
な生活の実現

少ない人数が
効率よく暮ら
せる地域・ま
ちの実現
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実現すべき
パラダイムシフト

地域が抱えていた
4つの限界

復興前期
～2016年

復興後期
～2021年

中期
～2030年

長期
～2050年

　　　

特　集 震災復興からの新　しい日本の未来　

Point

○震災から2年が経過。これまでの復旧・復興の
動きを総括し、改めて復興の針路決定が必要。

○被災地が地域資源を活かしたまちづくりの先進
モデルとなるよう支援の在り方を問い直すべき。

○社会的合意の下で新しい東北の再興を進めるた
めに、復興のグランドデザイン策定を。

　3月11日で、東日本大震災から2年をむかえる。

三菱総合研究所は、震災3カ月後の2011年6月に、

「東北地方の将来を見据え、従前に戻す復旧だけで

なく、地域の復興の中に未来への種を埋め込むべ

き」という提言を行い、そのなかでは、震災後5年

で将来につながる復興の基礎づくりを終えることも

提案した。また、同年7月の「東日本大震災からの

復興の基本方針（東日本大震災復興対策本部決定）」

では、2015年度末までの5年間の事業規模として

19兆円の大枠が定められ、本格的な復興が着手さ

れた（安倍政権はこの枠を25兆円に拡大する方針

を示している）。

　だが、2年が経った現状を見ると、復旧すら道半

ばという状況にある。現在、被災地では瓦礫の山は

大幅に減りつつあるが、いまだに多くの地域で新し

いまちづくりの方針が固まらず、被災者の生活再建

もままならない状況が続く。沿岸部の農地の復旧も

進んでいない。事業所の新設もある一方、撤退した

ままの製造業も多く、再開した商店街でも将来の客

足への不安が漏れる。福島の放射能問題も考えれ

ば、さまざまな局面、レベルで復興の見通しが立っ

ていないのが実情だ。

　今一度、これまでの復旧・復興の動きを総括した

うえで、今後の復興方針やスケジュールを見直す必

要があろう。

　そのようななか、明るい材料がないわけではな

い。阪神淡路大震災と同様、今回の震災でも震災直

後から現在に至るまで、多くのボランティアやNPO、

企業などの支援が続いている。これらの動きは復旧

の支援にとどまることなく、新しいコミュニティや

まちづくり、事業の創出にもつながっている。ま

た、各地に建設が進められているメガソーラーや植

物工場、都市の消費地と直結した農水産品の生産・

販売や、地域に根差したコミュニティビジネスなど

新しい産業の萌芽も生まれ始めている（弊社刊『フ

ロネシス』9巻参照）。これらの萌芽に共通するの

は、地域の中で核となるまち・地区に拠点を置き、

ICTなどを活用したコミュニケーションにより地域

外まで結ばれ、さまざまな主体が連携する、次世代

の地域の姿である。

　しかし、東北地方は震災以前から人口減少・高齢

化と地域産業の衰退という日本の地方部に共通する

課題を抱えていた。2050年には宮城以外の東北5

県を含む全国16の県で人口が半減するという予測※

もあるなか、これらの萌芽を育て太い流れとしてい

かなければ地域の将来への不安は解消しない。

求められるパラダイムシフト　
　安倍政権下では、復興事業規模の拡大による更な

る復興の加速が提唱されている。しかし、現時点で

は将来の東北地方のグランドデザインは明確でなく、

復興後の地域の目標像が不明確なため、維持管理費

を含めて将来にわたり投入するトータルの予算額や予

算執行の優先順位などが社会的に共有されていない。

　東北地方の復興は、地域のグランドデザインを策

定し、費用負担を含めた社会全体の合意の下で、事

業を進めていく必要がある。その際に社会のあり方

についての考えを根底から変える、パラダイムシフ

トが必要だ。さらに復興の過程で芽生えている新し

い取り組みの理念を共有・普遍化し、2050年の望

ましい地域の姿の実現に向かって、スピード感と持

続感をもって取り組むことが求められる。

　ここでは今後の東北地方の復興に必要と思われ

る、4つのパラダイムシフトを提案する。

　①垂直なガバナンスから水平な連携・協力へ

【復興の現状】被害が甚大であった市町村のなかに

は、震災後相当期間にわたって行政機能が停止した

ところがあった。そのなかで、応援職員の派遣や物

資の支援など、遠隔地も含めた市町村間の連携も見

られた。例えば、岩手県遠野市は陸前高田市、大船

渡市、釜石市など、被災地域に対する後方支援拠点

として大きな役割を果たした。一方で、国の復興交

付金が地域の復興の早期実現になかなか結びつかな

いなど、国主導の復興に対する課題も見えた。

【実現すべき将来】人口減少や経済停滞の続く地域

社会の再生、活性化のカギを握るのは、地域が自ら

考え自ら動く、地域主権で自立できる行政単位の形

成である。そのために、当社では、現在の市町村の

境界を越えたより広域的（車でおおむね40～50分

で移動できる地域）で一定の人口規模（最低でも人

口30万人程度）をもつ、江戸時代の「藩」のよう

な地域が、人口減の続く現在の基礎自治体に代わっ

て地域再生に取り組む姿を提唱している。

　規模的には欧州の小国にも相当する東北地方が、

道州制の検討と並んで、「藩」的な地域枠組みを早

期に構築し、各地域が水平な連携のもと主体的に復

興にあたることが、復興予算の効果的な活用と復興

の早期化につながると考える。東北地方の再生の過

程で、道州制導入の下地が、他の地方よりも早く形

成されることを期待したい。※　土居英二・静岡大学名誉教授試算

※１　ユーロ圏諸国は、ギリシャ危機を受け域内国への金融支援を行う目的で、
10年6月に政府保証を基に欧州金融安定基金（EFSF）を創設。その後、
欧州債務危機の深刻化により、17カ国の出資による恒久的機関として欧州
安定メカニズム（ESM）の創設を決定（12年10月に発足）。
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図 世界経済の見通し

3.4%

2.4%

2.0%

10.4%

8.5%

7.0%

10.1%

7.5%

2010

実績

8.4%

21.6%

18.8%

11.8%

10.4%

3.0%

2.6%

2.6%

3.6%

世界GDPに
占めるウェイト※

0.3%

1.8%

1.4%

9.3%

4.0%

4.5%

6.8%

2.7%

1.0%

2.1%

-0.4%

7.7%

1.8%

4.8%

5.0%

1.4%

2011

実績暦年・前年比

日本（年度）

米国

ユーロ圏

新興国（下記合計）

中国

NIES4

ASEAN5

インド

ブラジル

2012

予測

1.5%

1.9%

0.0%

8.1%

3.7%

5.5%

6.0%

4.0%

2013

予測

出所：実績は各種公表資料、予測は三菱総合研究所
注：世界GDPに占めるウェイトは IMFに基づく（2012 年 12 月WEO、2011 年米ドルベース換算）
NIES4：韓国、台湾、香港、シンガポール　ASEAN5：インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム

図4 2013年の消費のキーワードは「安全」「家族」「余暇・レジャー」

「食」「住」「健康」など22ライフスタイル分野の
  398項目を4つのトレンドに分類

①アップトレンド②減速トレンド

③ダウントレンド ④反転トレンド

今後の実施意向
増加 変化なし 減少

生活そのものの見直しが始まる

安全 家族

「賢い消費」が定着

9項目

10項目

現
状
の
実
施
状
況

増
加

変
化
な
し

減
少

•住所・氏名が書か
れた郵便物はその
まま捨てない
　（59％）
•ネットで防災情報
を常に受信
　（32％）

余暇・レジャー

•一人の時間を楽し
む（62％）
•お気に入りのブラ
ンドやお店で買う
（33％）
•夫婦で余暇を楽し
む（30％）
•書籍などで学習す
る（28％）

•外でより自宅でお
酒を飲む（66％）

•家族そろって食事
をする（56％）

•夫婦の時間を楽し
む（48％）

注）2012－2011年の変化
　　2012－2011年で±2ポイントの変化を
　　「増加」または「減少」

注）数値は2012年の実施状況。「あてはまる」「ややあてはまる」の合計。
　　20％以上の項目のみ。

19項目

出所：三菱総合研究所・生活者市場予測システム（mif）
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　②多様な主体の力を結集する社会へ

【復興の現状】地域の復興を進めるうえでは、「人」

の力がカギとなる。現在、マンパワーやノウハウ、

経験の不足が復興推進のネックとなっている。ま

た、高台移転による新しいまちづくりや、新しい地

域産業の創造などには、地域の多様な主体の協力が

必要であり、関係者の合意形成が不可欠である。

【実現すべき将来】少ない人口で地域を支えるため

に、また高台移転などの大きな変化を進めるために

も、行政、企業、個人、NPOなどのプレイヤーが

連携する必要がある。多様な主体の力を結集した、

新しい地域マネジメントの仕組みが求められる。

　例えば、宮城県気仙沼市の水産加工会社17社が

復興のために共同で設立した「気仙沼鹿折加工協同

組合」では、施設を市が集約整備し、商品開発は大

手商社2社、資金調達は地元金融機関が支援、県内

の大学なども幅広く支援するという周囲の産学官が

一体となったサポート態勢が構築されている。

　③「自然との対峙」から「自然との融合」へ

【復興の現状】震災前、私たちは頑丈なコンクリー

トの建物や高い防潮堤・防波堤を造ることで、自然

の脅威から生命や財産を守るという考えをもってい

た。しかし、それらの防潮堤や防波堤が、いとも簡

単に津波によって破壊され、自然の脅威に対して力

で対峙、克服することの限界を思い知らされた。

　一方、福島第一原子力発電所の事故や震災後の電

気などのライフライン途絶の体験から、改めてエネ

ルギーのあり方が議論されている。こうしたなか、

東北地方の豊かな自然資源を用いた再生可能エネル

ギーも、新しい産業の柱としても注目されている。

【実現すべき将来】日本人は、古くから自然と共生

しながら生活を営んできていた。岩手県宮古市の姉

吉地区の「此処より下に家を建てるな」と記した石

碑など、自然と争わない暮らし方は、実は地域に古

くから根付いていた。豊かな自然の恵みを得つつ脅

威に備えるといった新しい生き方を地域に取り戻す
※３　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、有料老人

ホーム、グループホームのベッド数の合計

※２　互いに相関が大きい設問の背景に共通に存在するであろう考え方。例えば、
「原子力発電を利用しなくても自分たちの生活には問題は起こらない」と
「原子力発電所を再稼働させなくても、電力不足は避けられると思う」と
いう２設問の背景には、共通して「原子力発電廃止の影響は小さい」とい
う考え方が存在すると考察される。こうして抽出される複数の「共通因子」
について因果関係を分析する手法を共分散構造分析という。

チャンスでもある。日本ならではの自然との共生と

いう考え方に、現代のICTやエネルギー関連技術な

どをプラスすることで、新しい社会や産業の姿を実

現していくべきである。

　④あまねく守るから効率よく守る国土構造へ

【復興の現状】在来鉄道などの被害の大きさに目を

取られがちであるが、新幹線や高速道路など整備時

期の新しい幹線交通網は、震災後比較的早く回復

し、被災地の復旧・復興に大きな貢献をした。

　被災地の都市再生はこれからが本番である。その

際には、周辺の過疎化が進んでいる地域への対応を

どのように進めるかが一つのカギとなる。今回の震

災により、農林水産業を生業として「土地」を守っ

てきた過疎地集落の人口減少がさらに加速されるこ

とが予想され、こうした地域のコミュニティ維持、

国土保全のあり方が問われることとなる。

【実現すべき将来】今後のインフラの維持管理予算

の制約や地域の持続性、防災性を考えれば、ハブ

（核）となる地域拠点を、高齢者を含む地域生活者

に魅力あるものとし、ハブ拠点への人口誘導と都市

のコンパクト化を進めることを提唱したい。これに

より、少ない人数が効率よく暮らせる地域・まちづ

くりを実現することが期待できる。

　集約化された地域拠点とそれらを結んで配置され

た交通網やICT網、スマートグリッドなど効率的な

エネルギー網を整備し、コストのかからない地域を

構築することで、効率よく「土地」を守ることが、

地域を再生するうえで必須の条件と言えるだろう。

また、震災直後の避難所や救援物資の情報は、GIS

基盤などを活用し、官民の枠を超えた情報共有が実

現したが、ICTは地域の情報共有や意思決定にも有

効である。地域の再生を進めるための情報基盤とし

て、オープンガバメント、オープンデータなどを推

進することが必要である。

東北被災地を日本の地域再生の先
進モデルに
　人口減少・高齢化、人材不足、地域を支える産業

の不振などは、単に被災地だけの問題ではなく、日

本の地域社会に共通する課題でもある。また、今回

の震災を教訓として、今後想定される東南海地震な

どへの備えが急務である。

　被災地を人口減少社会の日本の先進地域として再

生することが、同じ問題に悩む他の地域に再生のモ

デルを示すこととなる。今回、図らずも全国に先駆

けて地域再生に取り組むこととなった被災地では、

エネルギー自立、進んだ防災・減災対策に加えて、

ICTなど新たな技術を活用したまちづくりと産業育

成が進められる。大都市や海外の消費者に訴求する

地域産品や観光、地産地消の田園型ライフスタイル

など、地域資源の魅力を活かした経済再生の機会も

開かれてこよう。

　東北の被災地が、地域再生と新しいまちづくりの

先進モデルとなるよう、多様な視点から被災地の支

援の在り方を問い直すべきである。

福島県の再生（原発被害からの脱却）

　4つのパラダイムシフトに加え、福島県の原発被害か

らの脱却は重要課題である。現在、除染特別地域や汚

染状況重点調査地域を中心に、国や自治体による除染

事業が進められているが、除染の見通しはまだ明確で

なく、住民の安心には程遠い状況だ。

　産学官は、福島県の再生にあらゆる努力を惜しむべ

きでない。帰還困難区域は10年後にはほぼなくなると

の政府見通しも出されているが、地域の再生のために

必要な拠点形成に向けて、住民帰還についての行政側

の意思決定を、早期に行う必要がある。また、放射線

の健康影響の継続的な把握と客観的なデータ開示を続

けるなど、住民が安心して生活再建ができる環境を早

期に整えることが喫緊の課題である。
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出所：三菱総合研究所
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―10のポイント
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図 世界経済の見通し
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出所：実績は各種公表資料、予測は三菱総合研究所
注：世界GDPに占めるウェイトは IMFに基づく（2012 年 12 月WEO、2011 年米ドルベース換算）
NIES4：韓国、台湾、香港、シンガポール　ASEAN5：インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム

図4 2013年の消費のキーワードは「安全」「家族」「余暇・レジャー」

「食」「住」「健康」など22ライフスタイル分野の
  398項目を4つのトレンドに分類

①アップトレンド②減速トレンド

③ダウントレンド ④反転トレンド

今後の実施意向
増加 変化なし 減少

生活そのものの見直しが始まる

安全 家族

「賢い消費」が定着

9項目

10項目

現
状
の
実
施
状
況

増
加

変
化
な
し

減
少

•住所・氏名が書か
れた郵便物はその
まま捨てない
　（59％）
•ネットで防災情報
を常に受信
　（32％）

余暇・レジャー

•一人の時間を楽し
む（62％）
•お気に入りのブラ
ンドやお店で買う
（33％）
•夫婦で余暇を楽し
む（30％）
•書籍などで学習す
る（28％）

•外でより自宅でお
酒を飲む（66％）

•家族そろって食事
をする（56％）

•夫婦の時間を楽し
む（48％）

注）2012－2011年の変化
　　2012－2011年で±2ポイントの変化を
　　「増加」または「減少」

注）数値は2012年の実施状況。「あてはまる」「ややあてはまる」の合計。
　　20％以上の項目のみ。

19項目

出所：三菱総合研究所・生活者市場予測システム（mif）

図2 各地域の自立と水平な連携・協力

出所：三菱総合研究所
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　②多様な主体の力を結集する社会へ

【復興の現状】地域の復興を進めるうえでは、「人」

の力がカギとなる。現在、マンパワーやノウハウ、

経験の不足が復興推進のネックとなっている。ま

た、高台移転による新しいまちづくりや、新しい地

域産業の創造などには、地域の多様な主体の協力が

必要であり、関係者の合意形成が不可欠である。

【実現すべき将来】少ない人口で地域を支えるため

に、また高台移転などの大きな変化を進めるために

も、行政、企業、個人、NPOなどのプレイヤーが

連携する必要がある。多様な主体の力を結集した、

新しい地域マネジメントの仕組みが求められる。

　例えば、宮城県気仙沼市の水産加工会社17社が

復興のために共同で設立した「気仙沼鹿折加工協同

組合」では、施設を市が集約整備し、商品開発は大

手商社2社、資金調達は地元金融機関が支援、県内

の大学なども幅広く支援するという周囲の産学官が

一体となったサポート態勢が構築されている。

　③「自然との対峙」から「自然との融合」へ

【復興の現状】震災前、私たちは頑丈なコンクリー

トの建物や高い防潮堤・防波堤を造ることで、自然

の脅威から生命や財産を守るという考えをもってい

た。しかし、それらの防潮堤や防波堤が、いとも簡

単に津波によって破壊され、自然の脅威に対して力

で対峙、克服することの限界を思い知らされた。

　一方、福島第一原子力発電所の事故や震災後の電

気などのライフライン途絶の体験から、改めてエネ

ルギーのあり方が議論されている。こうしたなか、

東北地方の豊かな自然資源を用いた再生可能エネル

ギーも、新しい産業の柱としても注目されている。

【実現すべき将来】日本人は、古くから自然と共生

しながら生活を営んできていた。岩手県宮古市の姉

吉地区の「此処より下に家を建てるな」と記した石

碑など、自然と争わない暮らし方は、実は地域に古

くから根付いていた。豊かな自然の恵みを得つつ脅

威に備えるといった新しい生き方を地域に取り戻す
※３　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、有料老人

ホーム、グループホームのベッド数の合計

※２　互いに相関が大きい設問の背景に共通に存在するであろう考え方。例えば、
「原子力発電を利用しなくても自分たちの生活には問題は起こらない」と
「原子力発電所を再稼働させなくても、電力不足は避けられると思う」と
いう２設問の背景には、共通して「原子力発電廃止の影響は小さい」とい
う考え方が存在すると考察される。こうして抽出される複数の「共通因子」
について因果関係を分析する手法を共分散構造分析という。

チャンスでもある。日本ならではの自然との共生と

いう考え方に、現代のICTやエネルギー関連技術な

どをプラスすることで、新しい社会や産業の姿を実

現していくべきである。

　④あまねく守るから効率よく守る国土構造へ

【復興の現状】在来鉄道などの被害の大きさに目を

取られがちであるが、新幹線や高速道路など整備時

期の新しい幹線交通網は、震災後比較的早く回復

し、被災地の復旧・復興に大きな貢献をした。

　被災地の都市再生はこれからが本番である。その

際には、周辺の過疎化が進んでいる地域への対応を

どのように進めるかが一つのカギとなる。今回の震

災により、農林水産業を生業として「土地」を守っ

てきた過疎地集落の人口減少がさらに加速されるこ

とが予想され、こうした地域のコミュニティ維持、

国土保全のあり方が問われることとなる。

【実現すべき将来】今後のインフラの維持管理予算

の制約や地域の持続性、防災性を考えれば、ハブ

（核）となる地域拠点を、高齢者を含む地域生活者

に魅力あるものとし、ハブ拠点への人口誘導と都市

のコンパクト化を進めることを提唱したい。これに

より、少ない人数が効率よく暮らせる地域・まちづ

くりを実現することが期待できる。

　集約化された地域拠点とそれらを結んで配置され

た交通網やICT網、スマートグリッドなど効率的な

エネルギー網を整備し、コストのかからない地域を

構築することで、効率よく「土地」を守ることが、

地域を再生するうえで必須の条件と言えるだろう。

また、震災直後の避難所や救援物資の情報は、GIS

基盤などを活用し、官民の枠を超えた情報共有が実

現したが、ICTは地域の情報共有や意思決定にも有

効である。地域の再生を進めるための情報基盤とし

て、オープンガバメント、オープンデータなどを推

進することが必要である。

東北被災地を日本の地域再生の先
進モデルに
　人口減少・高齢化、人材不足、地域を支える産業

の不振などは、単に被災地だけの問題ではなく、日

本の地域社会に共通する課題でもある。また、今回

の震災を教訓として、今後想定される東南海地震な

どへの備えが急務である。

　被災地を人口減少社会の日本の先進地域として再

生することが、同じ問題に悩む他の地域に再生のモ

デルを示すこととなる。今回、図らずも全国に先駆

けて地域再生に取り組むこととなった被災地では、

エネルギー自立、進んだ防災・減災対策に加えて、

ICTなど新たな技術を活用したまちづくりと産業育

成が進められる。大都市や海外の消費者に訴求する

地域産品や観光、地産地消の田園型ライフスタイル

など、地域資源の魅力を活かした経済再生の機会も

開かれてこよう。

　東北の被災地が、地域再生と新しいまちづくりの

先進モデルとなるよう、多様な視点から被災地の支

援の在り方を問い直すべきである。

福島県の再生（原発被害からの脱却）

　4つのパラダイムシフトに加え、福島県の原発被害か

らの脱却は重要課題である。現在、除染特別地域や汚

染状況重点調査地域を中心に、国や自治体による除染

事業が進められているが、除染の見通しはまだ明確で

なく、住民の安心には程遠い状況だ。

　産学官は、福島県の再生にあらゆる努力を惜しむべ

きでない。帰還困難区域は10年後にはほぼなくなると

の政府見通しも出されているが、地域の再生のために

必要な拠点形成に向けて、住民帰還についての行政側

の意思決定を、早期に行う必要がある。また、放射線

の健康影響の継続的な把握と客観的なデータ開示を続

けるなど、住民が安心して生活再建ができる環境を早

期に整えることが喫緊の課題である。
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2
「行動×嗜好」 起点の
マーケティング最適化

親和 　親和（知的刺激） 　承認・自己実現

出所：三菱総合研究所

図 センサ－・ビッグデータ解析による新サービス創出・高付加価値化

図 スマートフォン契約数の予測
　（2012年3月予測） 

図 スマートフォン等の
　 GPS機能を利用し、
　 地図を見て移動するか

出所：三菱総合研究所

図 「行動×嗜好」起点のマーケティング最適化

出所：三菱総合研究所

41% 50%

24%
35%

34%
15%

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

100

75

50

25

0
（万件） （％）（％）

■ スマートフォン契約数
■ フーチャーフォン契約数

 スマートフォン契約比率

■ 利用しない
■ どちらとも言えない
■ 利用する

左図）出所：株式会社MM総研ニュースリリース（2012.3.13）より
右図）出所：三菱総合研究所生活者予測システム(mif)2012年度結果より

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

現在の意向 今後の意向

プラチナシングル
137

プラチナ夫婦［夫婦引退］
327

シニアワーキング
シングル
97

シニア共稼
夫婦
156

シニア専業
主婦
166

ワーキング
シングル
40・50代

149

DINKS

204
継続就業
DEWKS
225

リターナ
［復職］
882

専業主婦

［結婚➡退職
➡子供なし
含む］

170

専業主婦

416

広義の
DEWKS

子供の独立

シングル 夫婦のみ 夫婦＋子供

結
婚

離
・
死
別

出
産
・
育
児

ワーキング
シングル
20・30代

577

60

50

40

30

20

70
歳 数値：2010年の人口（万人）
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新サービス創出・
高付加価値化

ネットワーク通信機能

■リアルタイム収集・蓄積
■無線通信、M2Mなど

多種・多様・大量データ

■時系列計測情報
■位置情報など

機械学習による解析

■事例の蓄積を活用
■新しい切り口を発見
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履歴データ、ウェブサイト閲覧履歴、意識データ（アンケート、SNSなど）

ビッグデータ解析

嗜好

適切な商品・サービスを、的確なメッセージ・手段で提案

お客さま
Aさん

個客の「次の購買行動」と「嗜好」を予測

One to oneマーケティングの最適化

次の購買行動
1ヵ月以内に

商品αを購入する確率 価格重視層

接客重視層

機能重視層

流行重視層

デザイン重視層

85％

履歴データ、WEBサイト閲覧履歴、意識データ（アンケート、SNS等）

ビッグデータ解析

嗜好

適切な商品・サービスを、的確なメッセージ・手段で提案

お客さま
Aさん

個客の「次の購買行動」と「嗜好」を予測

One to oneマーケティングの最適化

次の購買行動
1か月以内に

商品αを購入する確率 価格重視層

相談重視層

機能重視層

流行重視層

デザイン重視層

85％

より高次の欲求も充足されるよう進化

・温暖なリゾートでゴ
ルフ三昧のハッピー
リタイヤメント（RC）

※要介護になると移住が必要
※認知症多発
　（知的刺激が欠如）
※多世代交流の欠如

・要介護になっても同じ
敷地で継続的に居住
（CCRC）
・大学連携による知的
刺激、多世代交流

・（大学連携型）CCRC
・学んだ成果や経験・
知識・知見を活かし
大学や自治体などで
社会の担い手として
活躍（働く、教える、
若者サポート）

サンシティ
（アリゾナ州）

ラッセルビレッジ
（マサチューセッツ州）
サンシティ横浜
（横浜市）
※大学とは連携していない

-

特徴

例

第一世代：遊 第二世代：学 第三世代：活

米国リタイアメントコミュニティ プラチナコミュニティ

○米国CCRCを参考に、元気高齢者が健康を維持
し、安心して豊かな生活を実現することが重要。

○ここ数年間で団塊世代8百万人が65歳以上に。
アクティブに毎日を過ごす元気高齢者も増加する。

○日本版CCRCなど「プラチナコミュニティ」を
通じて元気高齢者の活躍の場を創出したい。

Point

　日本は、2007年に超高齢社会（65歳以上人口21

％超）に突入した。現在、65歳以上人口は3,000

万人に達するが、さらにここ数年で、団塊世代8百

万人がその仲間入りをする。現在、高齢化に伴い、

介護が必要な高齢者向けの施設は整備されつつある

が、絶対数は不足している。介護状態によっては施

設を転々としなければならないケースもある。終の

住処として永住が保障されていないのだ。

　一方、65歳以上でも体力、気力、知力に溢れ、

金銭的にも時間的にも余裕があり、アクティブに毎

日を過ごす元気な高齢者は少なくない。団塊世代の

退職者を中心にこの層はさらに増加すると見込まれ

る。介護が必要な高齢者向け施設の整備も重要だ

が、「元気高齢者」が、万一のための医療・介護・

永住が保障されつつ、普段は安心して元気に暮らせ

る豊かなライフスタイルを実現することも重要だ。

　こうしたライフスタイルは米国のリタイアメント

コミュニティ（RC）に見ることができる。RCとは

40年以上も前からハッピーリタイアを満喫するため

につくられてきたコミュニティで、温暖な気候の地

で仲間とゴルフ三昧の日々を楽しむ。しかし、①介

護が必要になると転居が必要（介護転居リスク）、②

知的刺激の欠如により痴呆症が多発、③多世代交流

がない退屈な老人のまち、といった問題点があった。

　介護転居リスクの問題はRCの同一敷地などに介

護施設など（CC : Continuing Care）を併設し、永

住を保障することで解決した（CCRC）。知的刺激

と多世代交流の問題は、大学と連携し、同時に解決

した。現在CCRCは都市／郊外／地方、温暖／寒

冷など、さまざまな立地条件の下、全米で約2,000

カ所、大学連携型CCRCは約70カ所を数える。

　三菱総合研究所では、2010年に立ち上げた産官

学のプラチナ社会研究会のなかにCCRCの分科会

を設置し、米国の大学連携型CCRCを基に日本版

CCRCのあり方を検討してきた。そのなかで、日本

の元気高齢者は、単に学ぶだけでは飽き足らず、学

んだ成果や培った経験・知識・知見などを社会の課

題解決に活かしていくことに生きがいを見出すので

はないか。すなわち日本版CCRCでは、米国の大

学連携型CCRCをさらに進化させ、社会で活躍の

機会をもつことが重要だと考えた。私たちはこれを

「プラチナコミュニティ」と呼ぶこととした。

　今後はプラチナコミュニティの実現を通し、高齢

者が心身の健康を維持しながら、社会の担い手とし

て豊かに暮らし活躍できる場を構築していきたい。

※　労働力率とは、生産年齢人口（一般には15歳以上人口）に占める働く意思の
ある人の割合。

※１　Siri（Speech Interpretation and Recognition Interface）：音声認識と
自然言語処理を用いたパーソナルアシスタント

※２　O2O（Online to Offline）：ネット上での活動と実店舗での活動の連携・融合
※３　AR（Augmented Reality）：拡張現実。人が知覚する現実環境をコンピュ

ータにより拡張する技術

※　「微細藻類を利用した燃料の開発」（産業競争力懇談会、2012年3月）

○多くの情報が溢れる今日、消費者は自分の欲
求にぴたりと適った情報を求めている。

○「次の購買行動」に加え「嗜好」を加味した
One to oneコミュニケーションが必要。

○これにより消費者の利便・関心が高まり、マー
ケティングの収益性向上につながる。

Point

　2007年以降、5年間でインターネットのトラフィ

ック（通信量）の総量が3倍近く増加するなど、日常

生活には多くの情報が溢れている。企業がマーケテ

ィングの目的で発信するダイレクトメールやEメー

ルに加え、ウェブサイトにはセールス情報や広告画

像が掲載され、目に触れない日はないほどだ。問題

は、消費者は溢れる情報の中から、自ら欲しい情報を

見つけ出す必要があり、企業からみれば掲載した情

報が効果的に伝達されていない可能性があることだ。

　そこで顧客ごとの購買履歴データをもつ企業では、

“One to one” マーケティングを実践し始めてい

る。これは、顧客一人ひとりの「次の購買行動（何

を、いつ）」をビッグデータ解析により予測し、そ

の内容に基づいてセールスを実施する手法であり、

企業は顧客に適切なタイミングで情報を提供するこ

とができる。消費者からみれば「余計な情報を受け

取らなくて済む」というメリットを期待できる。

　しかし、同じ商品やサービスを購入しそうな消費

者の中でも、購入に至る際に重視する要因はさまざ

まであり、「嗜好（なぜ、どのように）」は人によっ

て異なる。例えば、利用する航空会社を選ぶ際に、

マイレージの貯まり方を重視する旅行者もいれば、

航行頻度を重視する旅行者もいるだろう。また住宅

ローンの借り入れに際し、金利を重視する借り手も

いれば、接客を重視する借り手もいるだろう。欧米

のネット通販では顧客の嗜好の違いを踏まえ、同じ

洋服でも顧客によって強調するメッセージ（「色合

い」「機能性」「価格」など）を使い分けている。「嗜

好」によってメッセージを変えなければ、消費者から

自分の欲求に適った情報とは判断されにくいからだ。

　では、一人ひとりの「嗜好」をどのように見極め

るのか。当社では、一人ひとりの購買履歴データ＋α

の情報を解析することで、「嗜好」を一定の精度で

予測できることを実証している。「＋αの情報」と

しては、ウェブサイトの閲覧状況、アンケートなど

による意識データ、コールセンターに届けられた音

声データなどが有効である。「次の購買行動」に

「嗜好」を加味したOne to oneコミュニケーショ

ンを行えば、消費者の欲求に適った情報が送られ、

利便・関心は高まる。その結果としてマーケティン

グのヒット確率と収益性が向上する。

　リテール市場が成熟し、多くの情報が溢れる今

日、各社が保有する購買履歴データ＋αの情報を、

どう戦略的に活用し施策につなげられるかどうか

が、企業の競争力強化に向けたカギとなる。
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「行動×嗜好」 起点の
マーケティング最適化

親和 　親和（知的刺激） 　承認・自己実現

出所：三菱総合研究所

図 センサ－・ビッグデータ解析による新サービス創出・高付加価値化

図 スマートフォン契約数の予測
　（2012年3月予測） 

図 スマートフォン等の
　 GPS機能を利用し、
　 地図を見て移動するか

出所：三菱総合研究所

図 「行動×嗜好」起点のマーケティング最適化

出所：三菱総合研究所
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※２　O2O（Online to Offline）：ネット上での活動と実店舗での活動の連携・融合
※３　AR（Augmented Reality）：拡張現実。人が知覚する現実環境をコンピュ

ータにより拡張する技術

※　「微細藻類を利用した燃料の開発」（産業競争力懇談会、2012年3月）

○多くの情報が溢れる今日、消費者は自分の欲
求にぴたりと適った情報を求めている。

○「次の購買行動」に加え「嗜好」を加味した
One to oneコミュニケーションが必要。

○これにより消費者の利便・関心が高まり、マー
ケティングの収益性向上につながる。

Point

　2007年以降、5年間でインターネットのトラフィ

ック（通信量）の総量が3倍近く増加するなど、日常

生活には多くの情報が溢れている。企業がマーケテ

ィングの目的で発信するダイレクトメールやEメー

ルに加え、ウェブサイトにはセールス情報や広告画

像が掲載され、目に触れない日はないほどだ。問題

は、消費者は溢れる情報の中から、自ら欲しい情報を

見つけ出す必要があり、企業からみれば掲載した情

報が効果的に伝達されていない可能性があることだ。

　そこで顧客ごとの購買履歴データをもつ企業では、

“One to one” マーケティングを実践し始めてい

る。これは、顧客一人ひとりの「次の購買行動（何

を、いつ）」をビッグデータ解析により予測し、そ

の内容に基づいてセールスを実施する手法であり、

企業は顧客に適切なタイミングで情報を提供するこ

とができる。消費者からみれば「余計な情報を受け

取らなくて済む」というメリットを期待できる。

　しかし、同じ商品やサービスを購入しそうな消費

者の中でも、購入に至る際に重視する要因はさまざ

まであり、「嗜好（なぜ、どのように）」は人によっ

て異なる。例えば、利用する航空会社を選ぶ際に、

マイレージの貯まり方を重視する旅行者もいれば、

航行頻度を重視する旅行者もいるだろう。また住宅

ローンの借り入れに際し、金利を重視する借り手も

いれば、接客を重視する借り手もいるだろう。欧米

のネット通販では顧客の嗜好の違いを踏まえ、同じ

洋服でも顧客によって強調するメッセージ（「色合

い」「機能性」「価格」など）を使い分けている。「嗜

好」によってメッセージを変えなければ、消費者から

自分の欲求に適った情報とは判断されにくいからだ。

　では、一人ひとりの「嗜好」をどのように見極め

るのか。当社では、一人ひとりの購買履歴データ＋α

の情報を解析することで、「嗜好」を一定の精度で

予測できることを実証している。「＋αの情報」と

しては、ウェブサイトの閲覧状況、アンケートなど

による意識データ、コールセンターに届けられた音

声データなどが有効である。「次の購買行動」に

「嗜好」を加味したOne to oneコミュニケーショ

ンを行えば、消費者の欲求に適った情報が送られ、

利便・関心は高まる。その結果としてマーケティン

グのヒット確率と収益性が向上する。

　リテール市場が成熟し、多くの情報が溢れる今

日、各社が保有する購買履歴データ＋αの情報を、

どう戦略的に活用し施策につなげられるかどうか

が、企業の競争力強化に向けたカギとなる。
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○特に世界に先駆けてこの問題に直面する日本
の対応は「課題先進国」としての試金石。

○先進国、新興国を問わず、国際的に年金問題
への関心が急速に高まっている。

○世界経済の安定のためにも、先進国の教訓を
新興国に伝えていくことが重要である。

Point

　先進国、新興国を問わず、国際的に年金問題への

関心が高まっている。例えばIMFは、世界の年金

問題の専門家、関係者、アジア諸国の政策担当者を

集め、年金問題に関するコンファレンスを東京で開

催した（2013年1月9、10日）。

　年金問題は、2つのルートを通じて世界経済の長

期的な安定のカギを握っている。1つは、金融危機

などを背景に、政府債務が激増している先進国経済

である。年金制度は財政と不可分の関係にあり、そ

の安定的な維持は財政の健全性に直結する。

　特に日本は、先進国最悪の財政事情のもとで、世

界に先駆けて急激な少子高齢化が進んでおり、年金

問題がとりわけ重要性をもつ。年金支出がGDPに

占める比率を見ても、2000年代には先進国平均を

上回るようになった。こうした問題意識を背景に、

2012年11月からは「社会保障制度改革国民会議」

がスタートし、政党を超えた議論がなされている。

社会保障問題は、資源・環境・エネルギー問題と並

び、課題先進国・日本の試金石となるだろう。

　もう1つのルートは、社会・経済の基盤が磐石で

ないアジア新興国である。図を見ればわかるように、

アジア新興国ではそもそもの年金支出の規模が小さ

く、むしろ未整備の状況にあることが問題である。

　とりわけ、経済格差の拡大による社会的な不満が

高まっているなかで、今後急速に少子高齢化が進む

中国にとって、年金制度の整備による社会・経済の

安定は、高成長から安定成長への円滑な移行のカギ

となる。1980年代までは計画経済のもと、給付財

源は国が負担するという基本的発想だった中国だ

が、その後は改革を進め、近年では農村住民を対象

とする「新型農村社会年金（09年）」や、都市部住

民が対象の「都市住民社会年金」の試行的実施（11

年）などを講じてきた。しかし、年金制度間の給付

格差など解決すべき課題は山積している。

　新興国はこうした制度整備の段階の課題と、近い

将来に予想される成熟段階の課題を短い期間で一挙

に解決していかねばならない。

　そこには先進国の教訓が生かせるであろう。先進

国から新興国へ、(i)維持可能な制度設計、(ii)貧

困層への所得補助などを含む公平性の確保による年

金制度への国民の支持、(iii)退職年齢引き上げに

よる経済成長と年金財政の両立、(iv)民間年金基金

の運用益確保、などの重要性を伝えていくことが、

世界経済全体の視点からも求められる。

輸出依存度の大きい日本にとって重
要な統計
■　貿易収支は、海外との「モノ」の取引を示す指

標であり、貿易相手国別、輸出入数量・価格の

情報が得られる統計。輸出への依存が大きい日

本にとって、注目度の高い統計である。

■　関連する統計に国際収支があり、これでは「モ

ノ」だけでなく、「サービス」、「資金」の取引

も見ることができる。

震災後は貿易赤字に
■　リーマンショック後、輸出の低迷により一時的

に貿易赤字へ転落したものの、1年かからず

に、また貿易黒字へと復した。

■　日本が再び貿易赤字へと転落したのは、2011

年3月の東日本大震災以降である。震災後は原

子力発電所の稼働停止に伴い、火力発電で電力

をまかなっている状況が続いている。そのた

め、火力発電の燃料であるLNGなどの輸入量

が増大し12年の輸入額は前年比＋3.8％（鉱物

性燃料の寄与度は＋3.5％）と、2.6兆円増加

した。輸入額のうち鉱物性燃料が占める割合

は、震災前の28.6%（2010年）から震災後に

は11年32.0%、12年34.1%と年々増大して

いる。

■　一方、輸出は、米国向けは堅調に推移したもの

の、EU経済の低迷と新興国経済の減速によ

り、12年は年間を通して見ると前年比▲2.7%

と1.8兆円減少した。その結果、貿易収支は赤

字幅を前年から4.4兆円拡大させ、▲6.9兆円

と、第2次石油危機後の▲2.6兆円を大幅に上

回る過去最大の赤字を記録した。

今後の見通し
■　中国経済が12年7-9月期を底に上向きになっ

たことを受け、他のアジア経済も回復に向かう

とみられ、円安を追い風に、日本の輸出も持ち

直しに転じることが期待される。実際、一部の

企業は、円安により12年10-12月期の決算報

告を上方修正している。

■　だが一方で、円安は輸入価格の上昇にもつなが

る。LNGなどの火力発電用燃料の輸入額が大き

い現状では、円安進行により輸入金額が膨張し、

資源価格次第では貿易赤字が一段と拡大する可

能性もある。また、企業活動に目を転じると、

素原材料など輸入への依存度が高い企業にとっ

ては、コスト上昇による収益圧迫を意味する。

■　六重苦の１つとして日本の輸出産業を苦しめて

いた円高の修正は、貿易収支改善への特効薬と

短絡的にとられがちだが、中長期的な貿易収支

改善を実現するには、企業による対外競争力改

善に向けた取り組み、さらには政府による通商

政策の推進やエネルギーに関する戦略的外交が

ますます重要となろう。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。
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をまかなっている状況が続いている。そのた

め、火力発電の燃料であるLNGなどの輸入量

が増大し12年の輸入額は前年比＋3.8％（鉱物

性燃料の寄与度は＋3.5％）と、2.6兆円増加

した。輸入額のうち鉱物性燃料が占める割合

は、震災前の28.6%（2010年）から震災後に

は11年32.0%、12年34.1%と年々増大して

いる。

■　一方、輸出は、米国向けは堅調に推移したもの

の、EU経済の低迷と新興国経済の減速によ

り、12年は年間を通して見ると前年比▲2.7%

と1.8兆円減少した。その結果、貿易収支は赤

字幅を前年から4.4兆円拡大させ、▲6.9兆円

と、第2次石油危機後の▲2.6兆円を大幅に上

回る過去最大の赤字を記録した。

今後の見通し
■　中国経済が12年7-9月期を底に上向きになっ

たことを受け、他のアジア経済も回復に向かう

とみられ、円安を追い風に、日本の輸出も持ち

直しに転じることが期待される。実際、一部の

企業は、円安により12年10-12月期の決算報

告を上方修正している。

■　だが一方で、円安は輸入価格の上昇にもつなが

る。LNGなどの火力発電用燃料の輸入額が大き

い現状では、円安進行により輸入金額が膨張し、

資源価格次第では貿易赤字が一段と拡大する可

能性もある。また、企業活動に目を転じると、

素原材料など輸入への依存度が高い企業にとっ

ては、コスト上昇による収益圧迫を意味する。

■　六重苦の１つとして日本の輸出産業を苦しめて

いた円高の修正は、貿易収支改善への特効薬と

短絡的にとられがちだが、中長期的な貿易収支

改善を実現するには、企業による対外競争力改

善に向けた取り組み、さらには政府による通商

政策の推進やエネルギーに関する戦略的外交が

ますます重要となろう。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。
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好調が続くバングラデシュ経済
■　バングラデシュ（人口1.48億人、GDP1,100

億米ドル）は、近年6％前後の実質経済成長率

を維持している。輸出の主力が、かつての水産

加工品から繊維製品に移り、Tシャツ、下着な

どの既製服の生産拠点が形成され、これらが経

済成長を支えている。

■　米欧との貿易が多く、日本からの輸入は1,000

億円、輸出は300億円に留まる。しかし、機

械製品の日本からの輸入と繊維製品の日本向け

輸出が増加中である。日本は同国の独立以来、

ODA供与を続けており、両国の関係は良好か

つ今後が期待できる。

最貧国からの脱出が進む
■　同国の1人当たり国民総所得（GNI）は750ド

ルに留まり、これは国連の最貧国定義（905ド

ル以下）を下回る。

　　しかし、繊維製品の輸出により外貨を獲得し、

国内農業の振興により食糧自給率を高めること

により、徐々に最貧国レベルから抜け出しつつ

ある。長年にわたる教育投資が奏功して人的資

源の蓄積が進んでおり、産業発展を後押しする

だろう。

■　一般に、経済発展への離陸直後の途上国は外貨

不足に悩まされることになるが、同国では海外

就労者からの送金がこれを補う。また、国内沿

岸部で産出する天然ガスが、エネルギー輸入の

抑制に寄与している。

■　人口増加率は既に1％台前半にまで低下してい

る。その一方で、1人当たり国民所得（名目）

は年率10％前後で増加中である。物価の上昇

が問題視されることが多いが、1人当たり国民

所得の伸び率を下回っており、実質ベースでは

所得が増えている。

今後の成長課題
■　近年の繊維業の発展は、バングラデシュからみ

た外国企業における「チャイナ・プラスワン」

の動きのなかで、同国が中国に代替する生産基

地として選ばれたことによる。長期的な成長を

持続するためには、コスト競争力の維持や販路

の多角化による市場開拓などの自助努力が必要

である。

■　電力、交通インフラの不足が指摘されている。

これらの産業基盤の整備が中期的な成長分野と

なるだろう。産業の多角化を志向する同国で

は、外資系企業導入に積極的であり、インフラ

分野でも外資系企業の進出先の候補となりう

る。さらには、インフラ以外への分野にも広が

りを見せるだろう。

金融政策の目安として失業率に言及
■　米連邦準備制度理事会（FRB）は「物価の安定」

と「雇用の最大化」を政策目標として掲げた。

■　2012年1月の連邦公開市場委員会（FOMC）

では、個人消費支出（PCE）物価指数の前年比

＋2％を物価安定の長期的な目標（longer-run 

goal for inflation）であると明示。同年12月

には、「失業率が6.5％を上回り、かつ先行き

1～2年の物価上昇率見通しが2.5％を超えず、

長期のインフレ期待も抑制されている間は、異例

の低金利政策を続ける」と公表した。金融政策

の目安（guidepost）として、失業率の水準に言

及したのは初めてのことである。

失業率の低下は緩慢にとどまる
■　近年の失業率の推移をみると、リーマンショッ

ク後は一時10.0％（09年10月）まで上昇し

た。その後、緩やかに低下し、12年9月以降

はオバマ大統領就任当初（09年1月）の水準

であった7％台で推移している。

■　もっとも、足元の失業率低下は、職探しを諦め

た人の増加による労働参加率※1低下も一因と

なっている。雇用市場が回復基調をたどれば、

職探しを再開する人が増え、失業率は下がりに

くくなる可能性がある。

■　また、労働需給のミスマッチによる構造的な失

業者も多いとみられる。FRBがリーマンショ

ック前（4％台）よりも高い失業率を目安とし

た背景には、こうした理由が考えられる。

市場では失業率への注目が高まる
■　FRBは、15年10-12月期の失業率を6.0～6.6％

と予測※2。「15年半ばまで異例の低金利政策を

続ける」との従来のスタンスに変更はないとし

ている。

■　ただし、今後は失業率が発表されるたびに市場

の期待がより敏感に変化することが予想され

る。米金融政策への期待の変化は、円相場にも

強く影響を与えるため、日本にとっても注目す

べき指標となろう。

■　日本銀行も、13年1月、「物価安定の目標」と

して消費者物価の前年比上昇率2％を決定した

上で、「金融政策運営に当たって重視すべきさ

まざまなリスクを点検する」と発表。2％の物

価目標を掲げつつ、総合的な判断による政策運

営を行う点は日米で共通する。

　　ただし、FRBは失業率、物価上昇率、期待イン

フレ率を目安とするため、失業率の6.5％以下

への改善、2.5％を超える物価見通しのいずれ

でも政策転換に踏み切れる。政策転換オプショ

ンをより多く示しているとの見方も出来よう。

※１　労働力人口を生産年齢人口（16歳以上）で除したもの。過去12ヶ月以内
に求職活動をし、仕事をする能力はあるが、現在求職活動をしていない者
は労働力人口に含まない。

※２　12年12月時点。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　Public Private Partnershipの略称。官民共同で進める事業形態を指す。

※１　日本のGDPの約半分の規模。
※２　2012年6月末現在、GDP比約18％とドイツの銀行（約8％）の約2倍に

のぼる。
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好調が続くバングラデシュ経済
■　バングラデシュ（人口1.48億人、GDP1,100

億米ドル）は、近年6％前後の実質経済成長率

を維持している。輸出の主力が、かつての水産

加工品から繊維製品に移り、Tシャツ、下着な

どの既製服の生産拠点が形成され、これらが経

済成長を支えている。

■　米欧との貿易が多く、日本からの輸入は1,000

億円、輸出は300億円に留まる。しかし、機

械製品の日本からの輸入と繊維製品の日本向け

輸出が増加中である。日本は同国の独立以来、

ODA供与を続けており、両国の関係は良好か

つ今後が期待できる。

最貧国からの脱出が進む
■　同国の1人当たり国民総所得（GNI）は750ド

ルに留まり、これは国連の最貧国定義（905ド

ル以下）を下回る。

　　しかし、繊維製品の輸出により外貨を獲得し、

国内農業の振興により食糧自給率を高めること

により、徐々に最貧国レベルから抜け出しつつ

ある。長年にわたる教育投資が奏功して人的資

源の蓄積が進んでおり、産業発展を後押しする

だろう。

■　一般に、経済発展への離陸直後の途上国は外貨

不足に悩まされることになるが、同国では海外

就労者からの送金がこれを補う。また、国内沿

岸部で産出する天然ガスが、エネルギー輸入の

抑制に寄与している。

■　人口増加率は既に1％台前半にまで低下してい

る。その一方で、1人当たり国民所得（名目）

は年率10％前後で増加中である。物価の上昇

が問題視されることが多いが、1人当たり国民

所得の伸び率を下回っており、実質ベースでは

所得が増えている。

今後の成長課題
■　近年の繊維業の発展は、バングラデシュからみ

た外国企業における「チャイナ・プラスワン」

の動きのなかで、同国が中国に代替する生産基

地として選ばれたことによる。長期的な成長を

持続するためには、コスト競争力の維持や販路

の多角化による市場開拓などの自助努力が必要

である。

■　電力、交通インフラの不足が指摘されている。

これらの産業基盤の整備が中期的な成長分野と

なるだろう。産業の多角化を志向する同国で

は、外資系企業導入に積極的であり、インフラ

分野でも外資系企業の進出先の候補となりう

る。さらには、インフラ以外への分野にも広が

りを見せるだろう。

金融政策の目安として失業率に言及
■　米連邦準備制度理事会（FRB）は「物価の安定」

と「雇用の最大化」を政策目標として掲げた。

■　2012年1月の連邦公開市場委員会（FOMC）

では、個人消費支出（PCE）物価指数の前年比

＋2％を物価安定の長期的な目標（longer-run 

goal for inflation）であると明示。同年12月

には、「失業率が6.5％を上回り、かつ先行き

1～2年の物価上昇率見通しが2.5％を超えず、

長期のインフレ期待も抑制されている間は、異例

の低金利政策を続ける」と公表した。金融政策

の目安（guidepost）として、失業率の水準に言

及したのは初めてのことである。

失業率の低下は緩慢にとどまる
■　近年の失業率の推移をみると、リーマンショッ

ク後は一時10.0％（09年10月）まで上昇し

た。その後、緩やかに低下し、12年9月以降

はオバマ大統領就任当初（09年1月）の水準

であった7％台で推移している。

■　もっとも、足元の失業率低下は、職探しを諦め

た人の増加による労働参加率※1低下も一因と

なっている。雇用市場が回復基調をたどれば、

職探しを再開する人が増え、失業率は下がりに

くくなる可能性がある。

■　また、労働需給のミスマッチによる構造的な失

業者も多いとみられる。FRBがリーマンショ

ック前（4％台）よりも高い失業率を目安とし

た背景には、こうした理由が考えられる。

市場では失業率への注目が高まる
■　FRBは、15年10-12月期の失業率を6.0～6.6％

と予測※2。「15年半ばまで異例の低金利政策を

続ける」との従来のスタンスに変更はないとし

ている。

■　ただし、今後は失業率が発表されるたびに市場

の期待がより敏感に変化することが予想され

る。米金融政策への期待の変化は、円相場にも

強く影響を与えるため、日本にとっても注目す

べき指標となろう。

■　日本銀行も、13年1月、「物価安定の目標」と

して消費者物価の前年比上昇率2％を決定した

上で、「金融政策運営に当たって重視すべきさ

まざまなリスクを点検する」と発表。2％の物

価目標を掲げつつ、総合的な判断による政策運

営を行う点は日米で共通する。

　　ただし、FRBは失業率、物価上昇率、期待イン

フレ率を目安とするため、失業率の6.5％以下

への改善、2.5％を超える物価見通しのいずれ

でも政策転換に踏み切れる。政策転換オプショ

ンをより多く示しているとの見方も出来よう。

※１　労働力人口を生産年齢人口（16歳以上）で除したもの。過去12ヶ月以内
に求職活動をし、仕事をする能力はあるが、現在求職活動をしていない者
は労働力人口に含まない。

※２　12年12月時点。

※１　「中古住宅・リフォームトータルプラン」（国土交通省2012年）によると、
全住宅流通量に占める中古住宅の流通シェアは、日本が13.5％、アメリカ
が77.6％。

※２　住宅の純資産価値（住宅資産 - 住宅ローン未払い残高）を担保としてロー
ンを設定するもの。

※１　Public Private Partnershipの略称。官民共同で進める事業形態を指す。

※１　日本のGDPの約半分の規模。
※２　2012年6月末現在、GDP比約18％とドイツの銀行（約8％）の約2倍に

のぼる。
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3月号

2012年 2013年

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

2.3 3.4 2.6 4.0 1.6 1.7 1.8 ▲0.9 ▲0.1 0.2 ▲0.7

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

2.8 ▲2.8 5.7 ▲14.8 5.6 4.6 ▲3.3 ▲4.3 2.6 3.9 2.8

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

7.0 1.3 2.0 ▲1.8 ▲4.1 ▲4.8 2.6 ▲2.3 ▲2.3 ▲2.3 0.1 ▲5.0

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲5.5 7.4 ▲2.0 2.0 ▲3.0 1.7 ▲1.7 7.8 ▲12.4 3.8 3.2 ▲2.1

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

▲1.6 1.3 ▲0.2 ▲3.4 0.4 ▲1.0 ▲1.6 ▲4.1 1.6 ▲1.4 2.4

完全失業率
総務省 「労働力調査」 ％

4.5 4.5 4.6 4.4 4.3 4.3 4.2 4.2 4.2 4.1 4.2

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

0.1 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.1 0.0 ▲0.1 ▲0.2

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

0.4 0.3 ▲0.6 ▲0.8 ▲1.5 ▲2.2 ▲1.9 ▲1.5 ▲1.0 ▲0.9 ▲0.7 ▲0.2
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主要経済統計データ

　新政権発足後、初の予算となる、2012年度補正予

算が可決・成立した。2013年度当初予算案と合わせ

ると11兆円もの公共事業費が計上され、期待も含めて

大きな注目を集めている。確かに震災からの復旧・復

興や、トンネル事故で露わになった老朽インフラへの

対策、重要インフラのリダンダンシー (代替・スペアと

いった余裕の概念)の確保など、その緊急性や必要性

は理解できる。しかし、いくつか気になる点もある。

　第一は、新設と維持管理・更新にかかる費用の考え

方である。新設は完成した瞬間から既設となり、維持

管理・更新の対象となる。場合によっては、撤去とい

う考え方も必要だ。当然これらは費用の掛かる話で、

限られた財源のなかで、将来にわたって賄っていかな

ければならない。どこまでの社会インフラ整備が必要

なのかというニーズと、トータルコストと費用負担とい

う財源の両面から、持続可能な社会インフラ整備水準

について議論することが大いに必要である。

　第二は、短期的な意味での事業ボリュームである。

今回は、補正予算だけでも2012年度当初予算の公共

事業費を上回る規模となっている。社会インフラ整備

はお金があるだけでは進まない。これに対応する人、

機材・資材があって初めてスタートする。復旧・復興

などスピード感が必要な分野が多いことは確かである

が、供給力の不足する分野へ無理やりニーズを押し込

むと、質の低下が起こる懸念がある。後年度、維持管

理や更新などで負担が重くなる事態とならぬよう、供

給力の面からの持続可能性の検討も必要である。

　そもそも社会インフラは、質の向上は常に求められ

るが、量的には無限に必要なものではなく、いずれは

一定の水準に落ち着く。したがって、現在、膨大な社

会インフラ整備を行っている新興国、発展途上国を含

め、世界全体が社会インフラの新設から維持管理・更

新に超長期的に移行していくのは間違いない。維持管

理・更新の技術はもとより、新設時点でも、維持管

理・更新のしやすい、あるいはコスト負担の少ない技

術が大きく期待されよう。例えば、超長寿命化や自己

診断・自己修復素材・システムといった技術である。

　今後のわが国の社会インフラ整備はトータルコスト

の考え方と技術を併せて向上させることが重要であり、

それにより世界への貢献にもつながるだろう。

　持続可能な資源利用に関する『ハーマン・デイリーの原

則』というのをご存知だろうか。①再生可能な資源の利用

速度は、再生の速度を超えないようにする、②再生不可能

な資源は、再生可能な資源による代替が可能なペースで利

用する、③「汚染物質」の排出速度は、環境による循環・吸

収・無害化の速度を超えないようにする、という３つだ。

　一方、（自然環境のなかでは）再生不可能な資源の代表

選手である金属資源は、(ⅰ)地球上では有限だが、(ⅱ)原理

的には不滅で人為的に再生可能といった特徴がある。ここ

から導かれる再生不可能資源の持続的利用のための基本

戦略は“グローバルレベルでの資源の使い回し”だ。

　例えば、人間にとって最も馴染み深い金属である鉄につ

いて見てみよう。これまでの分析結果に基づき、人間一人に

必要な鉄鋼のストック量が社会インフラなどを含めて10ト

ンと想定すると、2050年の世界人口90億人のために必要

な鉄の総量は900億トンとなる。これは、既に世界で使われ

ている鉄のストック量と現在確認されている残存埋蔵量の

合計とほぼ同レベルである。すなわち、1人10トンの鉄を上

手く使い回すサイクルができれば、人類全体が持続的に鉄

を使い続けることができると言える。

　一見、超長期の原理原則のようにも見えるが、日本の製

造業が世界のなかでポジションを維持・向上していくため

には、このような持続的な資源利用体系の構築を目標とし

て足下から行動することがカギとなる。資源の使い回しで

重要となるのが、素材や製品の生産から廃棄以降までを管

理する「ライフサイクルマネジメント」の概念である。具体的

には、①解体・再生を前提とした製品づくりと連携したリサ

イクルシステムである“リバースマニュファクチャリング(逆生

産)”、②素材を適切に分別することでトレーサビリティーを

強化して循環を効かす“素材マネジメント”などである。

　①は既に家電・自動車などで実施され始めており、②は

検討が始まっている段階だ。こうした実績を踏まえて、グ

ローバルなモノの流れのなかで、日本から輸出した製品を

再び日本に戻し素材への逆工程を日本が担うなど、製品の

ライフサイクル全体を管理するビジネスモデルを世界規模

で構築できれば、日本の製造業は優位性を発揮できる。
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